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予算特別委員会

教育費（学校や社会教育等の経費）

総務費（行政運営の経費）

衛生費（ごみ処理や健康推進等の経費）

門倉　正子 (公明党)

　　核家族化や晩婚化が進み、出産
後に実家を頼れない母親が増え、負
担が増えています。これまでも妊娠
期から寄り添う支援策として、育児
パッケージ事業と産後ケア事業の導
入を求めてきましたが、現在の状況
は。妊婦サポート面接率を上げるた
めにも、パッケージ事業は効果的で
す。また出産後は24時間育児が続
きます。支援者がいない産婦の産後
疲れや育児不安解消等を目的とす
る、産後ケア事業の具体的な内容と
その周知方法を伺います。

問
　　令和２年度より、妊婦サポート
面接を受けた方に、1万円を上限に
好みの育児用品を選んでもらい、贈
呈する育児パッケージ事業を導入し
ます。産後ケア事業では、産科医療
機関を利用した母子の宿泊やデイケ
アを行います。利用については、合
計7日間が上限で、自己負担額は1
泊2日の宿泊は12,000円、デイサー
ビスは4,000円です。妊娠届時や市
内産科との連携等を通して、事業の
周知を図っていきます。

答

予算特別委員会での主な質問項目　
・看取り事業について　・医療的ケア児の支援について　・相談支援包括
化推進員配置について　・フードパントリー設置事業について　・子育て
世代包括支援センターについて

わたなべ　忠司 (民主・市民フォーラム)

くぼた　学（NHKから国民を守る党）

　　新年度から給食の牛乳パックの
リサイクルが始まります。ふだん手
を洗ったり、水を飲む場所で全児童
生徒が、パックをすすいで開いて乾
かします。牛乳アレルギーの子に
とっては、まさに校内はリスクしか
ありません。市は、現在進めている
新学校給食共同調理場整備計画では
アレルギー対応を重視しているにも
かかわらず、校内では緩い運用と考
えざるを得ません。この矛盾に対す
る見解は。また、保護者への周知は
どのようにしていくのか。

問

　　令和２年度の予算案では、ＮＨ
Ｋの受信料が大幅に増えています。
公用車のカーナビの受信料とのこと
ですが、公用車を運転しながらテレ
ビを見ることはないと考えます。放
送法には、放送の受信目的でない設
備は例外とするとあります。その例
外に該当しないのですか。また、今
後、テレビ受信機のないカーナビに
交換しないのかについてもお示しく
ださい。交換が可能ならば、受信料
を支払う必要もなくなりますが、見
解を伺います。

問

　　学校給食で一番大事なことは、
児童生徒の安全・安心と考えていま
す。アレルギー児の安全のために場
合によっては、クラス単位、学年単
位、フロア単位でリサイクルをしな
いという対応も検討しながら、学校
と丁寧に調整し実施していきたい。
保護者への周知は、修了式の日の通
知、またホームページで周知してい
きます。アレルギーのある児童生徒
への配慮を最優先し、円滑に実施で
きるようにしたい。

答

　　カーナビの受信料については、
東京地方裁判所において、支払うべ
きとの判断が出ています。その判断
に基づき、公務用であっても、カー
ナビでワンセグ放送を受信すること
ができれば、受信料を支払うという
理解をしています。機器の交換につ
いては、それぞれの部署において受
信機のない機器でも業務上支障がな
いと判断した場合は、機器の更新時
等に交換する方向で検討していきた
いと考えています。

答

予算特別委員会での主な質問項目　
･シティプロモーション推進事業について　・交通安全対策支援について
・自治会等への支援について　・子どもインフルエンザ予防接種助成につ
いて　・新学校給食共同調理場の整備運営について

予算特別委員会での主な質問項目　
・動画制作委託料について　・競輪場のＮＨＫ受信料について

山本　みちよ
委員長

　３日間にわたり審査を行い、令和２年度一般
会計予算、国民健康保険事業予算、後期高齢者
医療事業予算及び関連する規約の改正を賛成多
数で、その他の特別会計予算、下水道事業会計、
関連条例の改正については、全会一致で可決す
べきものと決しました。
 　一般会計予算、国民健康保険事業予算及び
関連条例の修正案が提出されましたが、賛成少
数で否決されました。
　また、令和2年度当初予算編成作業は令和2年1月に終了して
おり、新型コロナウイルス感染症対策予算は計上されていな
かったことから、予算審査において、必要な予算対応を望む意
見が多く出ました。

母子保健を守る 給食の牛乳パックのリサイクル作業

カーナビのＮＨＫ受信料

育児パッケージ事業等を開始 アレルギー児への配慮を

公用車でも必要なのか
一般会計と特別会計

　一般会計とは、市税等を財源として、行政運営の基本的な
経費を計上している会計のことです。
　これに対して、利用料等独自の収入をもって特定の支出に
あてるため、独立した会計としているものを特別会計といい
ます。
　立川市には、5つの特別会計があります。

特別会計

競輪事業

国民健康保険事業

駐車場事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

予算額

173億8,024万円

165億777万円

7,503万円

147億3,479万円

41億4,712万円

新学校給食共同調理場整備運営事業
特別支援教育の推進

教育費（学校や社会教育等の経費）
コミュニティバス運行
公園管理運営
道路維持管理

土木費（まちづくりのための経費）
温暖化対策事業
子どもインフルエンザ予防接種助成事業

衛生費（ごみ処理や健康推進等の経費）
子どもショートステイ事業
生活困窮者自立支援事業
地域福祉推進事業
学童保育所管理運営
生活保護費

民生費（子どもや高齢者福祉のための経費）
多文化共生関連事業
シティプロモーション推進事業
立川駅周辺の安全・安心推進事業
自治会等への支援事業
基幹系システム構築・運用事業

総務費（行政運営の経費）

審査のあった主な一般会計事業　一般会計 792億9,700万円

6,265万円
8,731万円

5,559万円
3億7,941万円
5億2,189万円

909万円
3,067万円

874万円
5,299万円
5,578万円

3億 759万円
97億3,507万円

203万円
1,265万円
3,526万円
4,269万円

8億2,310万円
予算額

◎…委員長　○…副委員長
◎山本　みちよ　　○対馬ふみあき　　○松本　　マキ　　山本　　洋輔
　くぼた　　学　　　わたなべ忠司　　　瀬　　　順弘　　大沢　　純一
　粂川　　敏男　　　江口　　元気　　　松本あきひろ　　木原　　　宏
　頭山　　太郎　　　門倉　　正子　　　伊藤　　大輔　　稲橋　ゆみ子
　若木　　早苗　　　浅川　　修一　　　永元　須摩子　　上條　　彰一　　
　伊藤　　幸秀　　　中山　ひと美      　　　      　　    
　（※議長、副議長、及び代表質問を行った4名を除く全議員）
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